The Theory of Financial Reform of Lenin by 横田 茂 & Yokota Shigeru
レーニンの財政改革論にかんする一考察
その他のタイトル The Theory of Financial Reform of Lenin
著者 横田 茂
雑誌名 關西大學商學論集
巻 24
号 6
ページ 471-499
発行年 1980-02-25
URL http://hdl.handle.net/10112/00020922
関西大学商学論集第24巻第 6号 (1980年 2月） （471) 1 
レーニンの財政改革論に
かんする一考察
横田 茂
はじめに
第一次大戦期は，現代資本主義国家を特徴づける財政危機が，はじめて広
範な現象として歴史の表面に押しだされ，現代的な特徴をもつ財政改革思想
の展開が示された時代であった。かつて私は，当時の戦時財政危機のもとで
アメリカ合衆国を席巻した節約運動と財政改革運動の性格を考察した。 「民
主主義の旗のもとに専制の能率を確保する」というスローガンをかかげて展
開された節約運動は，この運動の推進力となった経済的社会的機構からみて
も，また運動指導者の思想からみても，列強が死力をかたむけてたたかう
帝国主義戦争のなかでアメリカ金融資本の国際的闘争条件を整備する手段で
あった。われわれは，現代資本主義国家におけるブルジョア的財政改革運動
(1) 
の原型をそこにみることができた。しかし，当時の節約運動と財政改革運動
には，ロシア革命による社会主義の権力の樹立という事実に集中的に示され
た資本主義の歴史的危機に対処するという， もう一つの重要な側面があっ
た。この第二の側面をも把握することによって，第一次大戦期のアメリカに
(1) 拙稿「戦時財政危槻と節約連動」「関西大学商学論集」第21巻1号，昭和51年
4月。
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おける財政改革運動とその思想の硯代史における普遍的意義を全面的にあき
らかにすることができよう。この課題は本稿にひきつづく次稿において果た
す予定である。この小論の課題は，その前段として，当時のアメリカ合衆国
の財政改革思想が直面せざるをえなかった労働者階級の財政民主主義思想，
とりわけレーニンの財政改革論を考察することである。
ところで，小論で考察の対象としているのは，レーニンがかれのすべて活
動をそこに集約したロシアの変革に直接関連する諸論考ではなく，かれが
帝国主義戦争下に亡命生活をつづけたスイスの変革について論じた論考であ
る。この点は以下の考察にかんする大きな限定条件といえるが，これはつぎ
のような考えにもとづくものである。第一に，第一次大戦期からロシア革命
途上の具休的諸情勢のなかで展開された財政問題にかんするすべての諸論考
を追休験することによって，屈伸性に富むレーニンの財政思想の全体像を完
全に理解することである。その意味で，小論はレーニンの財政改革論研究の
ー構成部分をなす。しかし，第二に，レーニンはスイス亡命中におぴただし
い論文やテーゼを執筆しているが，とりわけかれの代表的な著作である『哲
学ノート』，『帝国主義論』がこの地で執筆され，また『国家と革命』の基礎
となった『国家論ノート』もここで完成された。スイスはまたレーニンが，
ツィンメルヴアルド会議やキンクール会議などをつうじて， ョーロッパの革
命運動を構成する諸潮流と火花をちらして激しく交流した地であった。この
ような状況のなかで執筆された財政改革論のなかには，第一次大戦期のレー
ニンの思想や理論が，もっとも鮮やかに結晶しているともいえるであろう。
本稿の対象はこれら二点の考慮にもとづいて設定された。
以下の行論においては，まず I,Iにおいてレーニンの財政改革論の基本
視角を検討し，ついで皿において，この基本視角がスイスにかんする所説の
(2) 
なかに具体化される方法を検討する。
(2) この小論のJ[以下の部分は， ほとんどそのまま， 池上惇氏と共筆の論文，「レ
ーニンの国家破産論と財政民主主義」（島恭彦・池上惇編「財政民主主義の理論
と思想」青木書店， 1979年12月，所収）に収録されている。
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第一次大戦期は，現代資本主義国家において展開する財政現象の端緒がは
じめて大規模に歴史の表面にあらわれ，財政思想のあらたな展開がみられた
時代であった。 この小論の課題は，すでにのべたごとくレーニンの財政改革
論にかんする歴史的研究であるが，小国ではあるが高度な資本主義経済をも
つ民主主義的なスイスにおいて展開された所論には，今日， われわれにとっ
てさし迫った課題となっている財政改革の民主的前進のための，貴重な教訓
も含まれているであろう。
I. 帝国主義と民主主義運動の国際的連関
レーニンは1914年に執筆した論文 「カール・マルクス」 のなかで， マル
クス主義の階級闘争の理論と戦術との関係をつぎのように要約している。や
や長いが引用しよう。「ある社会でその成員中のある人々の志向が他の人々
の志向とくいちがうこと，社会生活が矛盾にみちていること，歴史のしめす
ところでは，国民と国民，社会と社会のあいだにも，またその内部にも闘争
がおこなわれているうえに， さらに革命と反動，平和と戦争，停滞と急速な
これらの事実は，一般に知
この一見迷宮と混沌とおもえるもののなかに
合法則性を見いだせるようにする手引の糸をあたえた。階級闘争の理論がそ
進歩または衰退の時代がかわるがわるくること，
られている。 マルクス主義は，
............................ 
れである。ある一つの社会または一群の社会のすべての成員の志向の総体を
研究してはじめて， これらの志向の結果を科学的に規定できる。ところで，
あい矛盾する志向の生まれる源泉は，それぞれの社会をわかっている諸階級
(3) 
の生活上の地位と条件のちがいにある。」「マルクスは， プロレクリアートの
戦術の基本的任務を，彼の唯物弁証法的世界観のすべての前提に厳密に一致......................... 
して規定していた。ある社会の，あまさずすべての階級の相互関係の総体を
客観的に考慮すること， したがって，この社会の客観的な発展段階をも，こ....................... 
の社会と他の諸社会との相互閲係をも考慮することだけが，先進的な階級の
(3) レーニン「カール・マルクス」全集15巻， 45ページ。
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正しい戦術の土台となりうる。このばあい，，すべての階級とすべての国が，
静態においてではなく動態において，すなわち，静止の状態においてではな
く運動（この運動の諸法則はそれぞれの階級の経済的な生存条件から生まれ
る）において，考察される。この運動そのものは，過去の観点からだけでは
なく， また未来の観点からも考察され， ・しかもゆるやかな変化しか見ない
(4) 
『進化論者』の卑俗な考え方によってではなく， 弁証法的に考察される。」
（傍点は引用者のもの）
いうまでもなく， 第一次大戦下のレーニンの財政改革論は， 帝国主義戦
争下の階級闘争の激動のなかで形成され展開されたかれの「全理論， 方法
(5) 
の有機的構成部分」をなじているのであるが， ここに引用したマルクス主義
の階級闘争の理論の要約は，レーニンの全理論と方法の輪郭を知るうえで有
益であろう。すなわち，第一に，労働者階級の科学的な階級闘争の戦術は，
個々の社会のみではなく，それらの社会が織りこまれ全体を構成している世
界の諸国家の相互関係とそれらの運動を規制する諸法則の科学的認識を土台
として打ちたてられる。第二に，そのためには， 「ある一つの社会または一
群の社会のすべての成員の志向の総体を研究」しなければならないが，この
研究方法は，諸社会を生成•発展・消滅の運動の過程を経過する社会的有機
体として，弁証法的に考察することが要請される。そして第三に，この「志
向の総休」を規制ずる諸法則は，それぞれの社会をわかっている諸階級の経
済的生存条件の分析によってあきらかにされる。
レーニンは当時スイスにあって， 論文「カール・マルクス」において要
(4) 同前， 63ページ。
(5) 藤田勇「レーニンの国家論について」（「社会主義における国家と民主主義」大
月書店「 1975年， 15ページ）。小論を構想するにあたって， 藤田勇氏の上掲論文
のほか，吉信粛「帝国主義と世界の領士的分割」（「新マルクス経済学講座」第2
巻，有斐閣， 1972年，所収）． および池上惇「レーニンの「経済の改造」論と経
済的民主主義」（岩尾裕純編「大企業の営業秘密」新日本出版社， 1978年，所収），
からもっとも大きな示唆を得ている。また，吉村達次「経済学方法論」雄渾社，
1966年，からも大きな教示を得た。
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約したマルクス主義の階級闘争の理論を，帝国主義戦争下の世界経済分析を
つうじて具体化し，科学的な階級闘争の戦術の土台にすえることを，自らに
課していた。周知のように，この課題は，第ニィンタナショナルの社会排外
主義と「中央派」および「帝国主義的経済主義」という，帝国主義戦争下の
階級闘争における「両翼の日和見主義」を克服する実践的・理論的課題と不
可分に結びついていた。 われわれはレーニンの具体化の作業の成熟を， 『帝
国主義論ノート』のなかに残された，周知の諸国家の体系にかんする図表に
(6) 
みることができよう（第 1図参照）。
レーニンはこの図表において，二つの観点から当時の世界の諸国家をクイ
プ化し，構成している。弟ーは，列強による世界の分割という金融資本の世
界的支配体系の観点であり，第二は，民族的発展の諸段階，つまり国家によ
って総括された，経済的発展段階の相異った地球上の各地域の人間社会の並
存という観点ある。 レーニンは， 以上二つの観点による分析と総合によっ
て，「国民と国民，社会と社会， およびそれらの内部」における闘争，運動
を概念化し， 20世紀初頭の世界の諸国家の相互関係とその運動の概観図を得
ようとしているといえよう。
上述した点を以下にやや具休的に述べよう。まず第一の観点については，
『帝国主義論』仏独版への序言で， レーニンはつぎのように述べている。
「……本書の基本的な任務は，すべての国の争う余地のないプルジョア統
計の総括的資料とブルジョア学者たちの告白とにもとづいて，国際的な相互
閲係における世界資本主義経済の概観図が， 20世紀の初めに，すなわち最
初の全世界的な帝国主義戦争の前夜に，どのようなものであったかをしめす
(7) 
ことであった……」 「本書のなかで証明されているとおり， 1914年ー1918年
の戦争は，どちらのがわからしても帝国主義戦争……であり，世界の分けど
(6) 「帝国主義論ノート」における諸国家の図表の意義については，安藤実「レー
ニンによる「帝国主義の図表」について」（静岡大学「法経研究」第16巻1号1967
年7月），および吉信粛，前掲論文を参照。
(7) レーニン「資本主義の最高の段階としての帝国主義」全集22巻， 217ページ。
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第1図 世界分割状況（民族的発展と関連させて）
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（出所）『帝国主義論ノート』全集39巻、 687ページ。
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りのための，植民地や金融資本の『勢力範囲』等々の分割と再分割のための
戦争であった。というのは，ある戦争の真の社会的性格，もっと正確にいえ
ば，真の階級的性格が，どのようなものであるかということの証明は，いう
.... 
までもなく，その戦争の外交史のうちにではなく，すべての交戦列強の支配
階級の客観的立場の分析のうちにふくまれるものだからである。この客観的
立場を描きだすためには，いくつかの実例や個々の統計数字をとりだすべき
． 
ではなく，……ぜひとも，すべての交戦列強と全世界との経済生活の基礎に
かんする資料の総体をとりあげなければならない。 1876年と1914年における
世界の分割（第6章）ならびに1890年と1913年における全世界の鉄道の分割
（第7章）をえがくにあたって私が引用したのは，まさにこのような，反駁
(8) 
の余地のない総括的な資料であった。」（傍点はレーニン自身のもの）
この序言を本節の冒頭に引いた文章と引きくらべてみれば，『帝国主義論』
の目的が，マルクス主義の階級闘争の理論（いうまでもなく，マルクスのそ
れは『資本論』と経済学批判休系においてあたえられている）を，帝国主義
戦争下の世界経済分析をつうじて具体化することにあったことは，あきらか
であろう。
『帝国主義論』は，「生産の集積と独占」（第 1章）から「列強のあいだで
の世界の分割」（第6章）にいたるまで， 帝国主義の純経済的な五つの指標
について，順次，詳細に分析し，帝国主義の経済的本質である独占資本主義
の内的組織をあきらかにしたうえで，第 7章の冒頭で「資本主義の特殊の段
階としての帝国主義」をつぎのように総括する。
「いまやわれわれは，帝国主義について右に述べてきたことを概括し，総
括してみなければならない。帝国主義は，資本主義一般の基本的特質の発展
およびその直接の継続として生じた。だが，資本主義が資本主義的帝国主義
になったのは， やっとその一定の， きわめて高度の発展段階においであっ
て，資本主義のいくつかの基本的特質がその対立物に転化しはじめたとき，
(8) 同前， 218ページ。
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また，資本主義からより高度の社会＝経済制度への過渡期の諸特徴があらゆ
る方面にわたって形づくられ，あらわになったときのことである。この過程
で経済的に基本的なのは，資木主義的自由競争に資本主義的独占がとってか
わったことである。自由競争は資本主義と商品生産一般との基本的特質であ
り，独占は自由競争の直接の対立物である。…•••しかも，これと同時に，独
占は，自由競争から発生しながらも，自由競争を排除せず，自由競争のうえ
に，これとならんで存在し，そのことによって，幾多のとくに鋭くて激しい
矛盾，軋礫，紛争を生みだす。独占は，資本主義からより高度の制度への過
(9) 
渡である。」
「列強のあいだでの世界の分割」は，独占資本主義の内的組織をあらわす
もっとも具体的で複雑な経済的カテゴリーであり，当時の世界経済の構造を
意味する。 そして， 上述した独占資本主義の諸矛盾は， この9世界経済の場
において， 金融資本による 「世界領土の再分割」のための世界戦争という
独特の形態で最も総括的・集中的にあらわれてくるのである。レーニンは，
この「世界の領土的分割」こそ， 「最大の資本主義国家のあいだの競争の現........ 
在の形態の特異性（すなわち，世界領土の再分割闘争としての世界戦争ー一
••• (10)......  
引用者）の基礎」であり， 「資本主義の最新の段階のもっとも根本的な矛盾
• • • (ll) 
の根底」なすものであるととらえている。（傍点は引用者のもの）
つぎに第二の観点については，『帝国主義論』よりも，むしろ同時期に執筆
(12) 
された民族運動に関する諸論文のなかで積極的に展開されている。レーニン
は民族運動の発展を資本主義の歴史的発展過程に即してつぎのように述べて
いる。「民族運動の見地から見て，根本的に異っている二つの時期を厳密に区
(9) 同前， 306-307ページ。
(10) 同前， 312ページ。
(11) 同前， 312ページ。
(12) レーニン自身，ツアーリズムの検閲を顧贈して「イソップの言葉」でしか書く
ことができなかったこの側面について， 1914年から1917年にかけてスイスで書い
た他の論文を参照することを求めている（同前， 215-216ページ）。
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........... 
別する必要がある。•…••一方では，それは，封建制度と絶対主義の崩壊の時
崩も紡， プJレジョ・ァ民主主義的な社会と国家の形成の時期，すなわち，民
族運動がはじめて大衆的なものになり，出版物や代議機関への参加などによ
って，すべての階級をどのみち政治へひき入れる時期である。他方では，そ
れは，立憲体制をうちたててからすでに久しく，プロレタリアートとブルジ
ョアジーの敵対関係がつよく発展した，まったく形成されおわった資本主義
..。.．．..．．．．.．．．.．．．．．
諸国家の時期であり一ー資本主義崩壊の前夜と呼ぶことのできる時期であ
• (13) 
る。」（傍点は引用者のもの）
レーニンは『帝国主義論ノート』において，こうした民族運動の見地か
ら， 20世紀初頭の現存する人間社会を三つの国家類型に分類しているが（第
1表参照），また論文「マルクス主義の戯画と『帝国主義的経済主義』」にお
いて，民族運動を指標としつつ，これら三つの国家類型に属する社会の歴史
的発展段階についてつぎのように述べている。
「西ヨーロッパ諸国では，民族運動は，遠い過去のものとなっている。イ
ギリス，フランス， ドイツなどでは『祖国』は，すでに歌をうたいおわり，
その歴史的な役割をはたしてしまった。•…••これらの国で日程にのぼってい
るのは封建制あるいは家父長制的野蛮状態から民族的進歩へ，また政治的に
自由な文化的祖国へうつることではなく，命数のつきた，資本主義的に爛熟
した『祖国』から社会主義へうつることである。東ヨーロッパでは事情は別
である。・・・・・・『祖国擁誰』は， まだ二こでは民主主義の擁護であり，母語の
擁護であり，抑圧民族にたいし，中世的制度にたいし政治的自由を擁護する
ことでありうる。……半値民地と植民地では民族運動は歴史的には，東ヨー
(14) 
ロッパよりなお年が若い。」
以上のように，レーニンは，民族運動の見地から三つの国家類型を分類す
ることによって， 20世紀初頭の世界を， 所与の歴史的発展段階に規定され
(13) レーニン「民族自決権について」全集20巻 427-428ページ。
(14) レーニン「マルクス主義の戯画と 「帝国主義的経済主義」について」全集23
巻， 34-35ページ。
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第 1表三つの国家類型の分類
国家の数
人口 被抑圧民族
（・白万人） の％
(12)17 242 7% 
1 19 99 394 11% 7% 
1 53 0% 
， 272 53% 
20 52 ？ 
10 366 ？ 
？ 
約・ (60)? 557 100% 
(ll8) 1671 
(*) 1566年＝オランダ革命の始まり
民族運動および民主
主義運動の時代
四年
(1789年． 1848年）
1566(*)-1871年
匹—1865年
-1871年
(1848)年
翠年 1909年
(1823年ー1911年）
‘ 1911年
(?) 20世紀
（出所）『帝国主義論ノート』全巣39巻、 684ページ，但し一部略。
た特有の社会発展法則，すなわちより高次の社会構成体への社会の移行をう
ながす客観的な歴史発展法則がはたらいている三つのタイプの人間社会の構
成物として分析している。第一の観点による分析が， 20世紀初頭の支配階級
である金融資本の「志向の総体」の客観的関係を， そのもっとも奥深い経
済的基礎（独占）にまでほり下げてあきらかにするものであるとすれば，こ
の第二の観点による分析は，当時の全世界の歴史変革主体の「志向の総体」
の客観的関係を，人類社会をつらぬく客観的な歴史発展法則にまでほり下げ
て分析するものであった。そして，レーニンはこの移行法則の見地（すなわ
ち「未来の観点J)から， 世界の各地域の「国民と国民， 社会と社会，およ
びそれらの内部」における闘争と運動の相互関係を把握したのであるが，こ
レーニンの財政改革論にかんする一考察（横田） （481)11 
の相互関係を規制するもっとも具体的な法則が，先進諸国の不均等発展の法
(15) 
則であった。
さて上述した三つのクイプの諸国家は，第 1図において，金融的従属と政
治的従属とを基準として， a，p, r, 〇， の4つのグル ,i.. プに編成され，こ
うして二つの観点による分析を総合した図表， 「世界分割状況（民族的発展
と関連させて）」がつくられている。すなわち， 「『世界分割』の諸関係の総
休」「世界金融資本の活動の連鎖」の一般的体系におりこまれた「資本主義
(16) 
的帝国主義の時代」の諸国家の休系である。独占資本主義の経済的運動法則
は，この金融資本の活動の連鎖をつうじて，社会の移行の客観的・主体的条
件を世界的規模で成熟させる。もっとも，その成熟はそれぞれの地域や国に
おいて不均等に，かつ移行の現実化を制約する客観的・主体的条件を生みだ
しつつ（たとえば，民族経済の奇型的発展や，金融資本の支配の社会的支柱
としての独占利潤に寄生する改良主義的労働運動の国際的潮流の形成， な
ど）進行するのである。 しかし，独占資本主義の諸矛盾の総体的爆発形態で
ある金融資本による「世界領土の再分割」のための戦争の激動は，歴史変革
主体の公然たる登場を世界的スケールでうながし，資本主義の世界的危機を
(17) 
醸成する。そしてまたこの資本主義の危機のなかで，全労働運動の国際的分
(18) 
裂，その「二つの潮流のあいだの武力闘争と内乱の事実」も，はじめて公然と
あかるみにだされる。
この節の課題は，レーニンの『帝国主義論』と民族問題にかんする方法を
細部にわたって詳細に検討することではない。ここでは，以下にとりあげる
レーニンの財政改革論が，上述したような，帝国主義戦争下の世界経済分析
をつうじで具体化されたマルクス主義の階級闘争の理論を土台としているこ
(15) 吉信粛，前掲論文。
(16) レーニン「帝国主義論」前掲， 305ページ。
(17) このような情勢分析は多数の文献にあらわれているが，その典型の一つとして
「自決にかんする討論の総括」（全集22巻， 306-344ページ）をあげておく。
(18) レーニン「帝国主義論」前掲， 222ページ。
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とを，あらかじめ確認することが目的であった。しかし，レーニンの財政改
革論を検討するには，なお，危機における国家の運動形態と民主主義につい
てのかれの認識を考察しておかねばならない。
Il. 危機における国家の動態と民主主義運動
レーニンは『国家と革命』のなかで，資本主義が帝国主義に転化した19世
紀末および 20世紀初頭における資本主義国家一般の進化の特徴として，共
和制の諸国（フランス， アメリカ， スイス）でも君主制の諸国（イギリ
ス， ドイツ，イクリア， スカンジナヴィア諸；国など）でも， 「議会権力」が
完成し，ついで「『執行権力』とその官僚的およぴ軍事的装置」がいっそう
(19) 
完成し強化した事実をあげている。この資本主義国家一般の進化の傾向は，
世界戦争の危機のもとで列強においていっそう鮮明に集中的にあらわれてく
るのであって，レーニンは，つぎの事実を分析している。
第ーは，君主制や共和制などの国家形態のちがいを問わず，あらゆる先進
資本主義国家で，「プロレクリアートにたいする弾圧の強化と関連して，『国
家機構』の異常な強化，国家機構の官僚的および軍事的装置の前代未聞の拡
(20) 
大」があらわれていることである。だが戦時の危機における国家の運動形態
は，こうした抑圧力の異常な強化だけではない。第二に，国家は中央と地方
をつうじる軍事的・官僚的装置の全体で，小プルジョア的中間層を労働者階
級から切りはなし，かれらを官職の配分をつうじて支配階級の側にひきつけ
る柔軟な展開力を発揮する。帝国主義の段階には， 独占利潤を基礎として
「小プルジョア的な環境」のなかにおかれた労働者階級の上層も，この軍事
(21) 
的・官僚的装置をつうじて金融資本のもとにひきつけられるのである。危機
(19) レーニン「国家と革命」全集25巻 442ページ。
(20) 同前， 443ページ。
(21) レーニンは「国家と革命」のなかで，マルクス「ルイ・ポナパルトのプリュメ
ール十八日」の分析をうけついでつぎのように述べている。「封建制度の没落以
来， ヨーロッパが数多く経験したすべてのプルジョア革命を通じて，この官僚的
レーニンの財政改革論にかんする一考察（横田） （484)13 
における資本主義国家は，こうした軍事的・官僚的装置の発揮する抑圧力と
官職の配分による柔軟な包絡の力とによって， 「統治能力」を確保するので
あるが，金融資本の「世界領土の再分割」闘争がひきおこすブルジョア社
会の深刻な分裂と危機の深化は，ついにはこの軍事的・官僚的装置の膨張
(22) 
が「社会の全勢力を『のみこむ』過程を，完全な破局の生じる点」に近づけ
る。この破局は，経梢的には交戦列強における一連の経済的崩捩の徴候，とり
わけ財政危機に集中的にあらわれてくるのであるが，それはとりもなおさず
資本主義国家の「統治能力の破局」の経済的表硯にほかならない。さし迫る
破局に促迫されて独占資本主義は国家独占資本主義に転化し，国家の軍事的
・官僚的装置と金融資本の経営組織の癒着する戦時経済統制機構が編成され
そのもとで国家財政は人民に軍事的苦役を課する方向で整備されていく。レ
ーニンが，「官僚そのものが，何千という糸で，ブルジョアジーと結びつき，か
らみあっている」ので，「西欧帝国主義諸国では，君主国であろうと共和国で
あろうとおなじく，財政の整備は，労働者に軍事的苦役または軍事的奴隷制を
つくりだすような『労働義務制』を実施することによってのみ，達成されてい
るのである。反動的＝官僚的な統制こそ，戦争の重荷をプロレタリアートと
および軍事的装置の発展， 完成， 強化はすすんだ。 とくに， 小プルジョアジ一
は，この装置を通じて，いちじるしく大プルジョアジ一のがわにひきつけられ，
それに従屋した。なぜならこの装置は，農民，小手工業者，商人等の上層に，比
較的快適で，平穏で，名誉あるささやかな地位，その保持者を人民のうえに立た
せる地位をあたえるからである。」（同前， 440ページ）。 またレーニンはいう。
「帝国主義的「大国」のプルジョアジーは，年に 1~2億フランの金を投じて，
「自国の」労働者の上層を買収する経済的可能性をもっている。なぜなら彼らの
超過利澗は，おそらく 10億フランほどにのぼるからである。そして，このわずか
な施し物が，労働大臣や，「労働者議員」（エンゲルスがこの概念にあたえたすば
らしい分析を思いおこせ）や，戦時工業委員会の労働者側委員や，労働官僚や，
狭隣なツンフト的組合に組織された労働者や，職員等々のあいだに，どう分配さ
れるかということは，すでに第二義的な問題である。」（レーニン「帝国主義と社
会主義の分裂」全集23巻， 123ページ）。
(22) レーニン「国家と革命」前掲， 422ページ。
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勤労大衆とに転嫁するために，帝国主義国家が知っている唯一の手段であり
(23) 
フランスやアメリカのような民主共和国も，例外ではない」とのべるとき，
かれは，プルジョア的財政改革の本質を語っているといえよう。「反動的＝官
僚的な財政の整備」によって，カルテルの圧迫と物価騰貴による収奪に加え
て，労働者と勤労大衆とにたいする租税と公債の重圧がたえがたいまでに強
められ， 国家の軍事的・官僚的装置の抑圧的•寄生的性格はいよいよきわ
だってくる。労働者階級がこの経済的重圧から自らを解放するためには，革
命の破壊力をことごとく集中して国家の官僚的・軍事的装置を粉砕し，「寄生
体」としての国家を廃絶しなければならない。そしてこの国家権力の根本的
転換は，経済的変革，所有形態の変革と結合されることによって，資本主義
から社会主義へ移行する「かけ橋」となる。
以上のレーニンの分析は， 19世紀中葉のフランスの社会危機における階級
闘争と国家権力の運動にかんするマルクスの総括，とくにパリ・コミューン
の総括を，帝国主義戦争下の危機のもとで復元し発展させたものであった。
では，レーニンによる復元と発展との中心環はどこにあったのか。
パリ・コミューンは，ふるい国家機構を粉砕して「プルジョア的な分権の
(24) 
原則（立法権，執行権，司法権）を廃止し」，全権を集中し直接普通の選挙権
により選出された代議員で構成される国民議会と，行政部門およぴ司法部門
を担当する10の委員会によって組織される，民主主義的な権力を創設した。
徹底した人民主権原理にもとづき，「あらゆる官職の選挙制， 責任制， リコ
ール制，統治の合誤制」という「あたらしい国家機構の基礎にすえられた民
(25) 
主的原則」にしたがって組織された権力であるコミューンは，マルクスの特
徴づけによれば「議会ふうの機関ではなくて，同時に執行し立法する行動的
(23) レーニン「さし迫る破局， それとどうたたかうか」全集25巻， 380-381ペー
ジ。
(24) ア・イ・モロク編・尚橋勝之訳「パリ・コミューン」大月書店， 1971年11月，
25ページ。
(25) 同前， 25ページ。
レーニンの財政改革論にかんする一考察（横田）
(26) 
(485)15 
機閲でなければならかった。」レーニンは，このコミューンが採用したすべて
の公務員の完全な選挙制と解任制という原則に注目しているが，それととも
・・・・。．．．．．．．．．
にコミューンのとった経済的措置，すなわち官吏のあらゆる交際費や金銭上
............-............. 
ら孵箪ら廃企，すべての公務員の俸給の「労働者なみの賃金」水準への引下
げに注目し， この点にプルジョア民主主義からプロレタリア民主
主義への，抑圧者の民主主義から被抑圧階級の民主主義への，一定の階級を
「まさに，
.... 
抑圧するための『特殊な力』としての国家から，人民の多数者である労働者.......  
・農民全体の力による抑圧者の抑圧への急転換がもっとも甲瞭に現れてい
(27) 
る」とのべている。すべての公務員の選挙制と解任制， および官吏のあらゆ
る交際費や金銭上の特権の廃止と国家公務員の俸給の「労働者なみの賃金J
水準への引下げという，二つの措置は， ブルジョア社会をのみつくすまでに
膨張する抑圧的な 「寄生体」としての国家の物質的基礎を解体し， 「安価な
政府」を実現する一つの保障をつくりだすが，この措置は決して空想的なも
のではなく， すでに達成されている資本主義の生産力の巨大な発展が， 国家
権力の機能を登録，記入，照合といったきわめて単純な作業に帰着させると
ころにまで生産の社会化をおしすすめ， 「万人が統治に参加する」ことので
きる経済的前提をつくりだしている。 そして， コミューンのとった二つの措
置は経済的変革と給合されることにより，資本主義から社会主義へ移行する
かけ橋となる。 レーニンはつぎのようにのべている。
「例外なくすべての公務員が， 完全に選挙され，いつでも解任できるもの
になること，彼らの俸給を『労働者なみの賃金』へひきさげること―これ
らの簡単で『自明な』民主主義的な方策は，労働者と農民の大多数との利害
を完全に結合しながら，同時に資本主義から社会主義に達する橋となる。こ
れらの方策は社会の国家的な，純政治的な改造にかんするものではあるが，
それは『収奪者の収奪』の実硯または準備と関連して，
すなわち生産手段の資本主義的私有の社会的所有への移行と関連してはじめ
しかし， もちろん，
(26) 
(27) 
マ）レクス「フランスにおける内乱」全集17巻， 315ページ。
レーニン「国家と革命」前掲， 453ページ。
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(28) 
て，その意味と重要性とを完全にもつようになる。」（傍点はレーニンのもの）
さて，以上のような駆識にもとづいて，レーニンは，資本主義国家の軍事
的・官僚的装置の粉砕という革命の中心課題を回避するカウツキーら「中央
派」と全力をあげてたたかった。他方，レーニンは，当時の革命運動におけ
る極左的潮流である「帝国主義的経済主義者」たちが，世界戦争下の危機の
もとで，プロレクリアートがこの課題に接近していくための民主主義運動の
重要な意義を否定し，階級闘争の「舞台」としての資本主義国家の民主主義
的な政治形態や国家形態の意義を無視あるいは軽視していることを，きぴし
く批判している。ここでは，後者にたいする批判を検討しよう。
レーニンは，帝国主義戦争が民主的な共和制の諸国（フランス，アメリカ
スイス）にも政治反動をよびおこしたという理由で， 共和制を嘲笑するの
は，戦争による金融資本の支配の強圧とそれが生みだした惨禍におびえ，科
学的な判断や分析を停止することだと批判する。「帝国主義戦争が共和制と
君主制との差異をぬぐいさることは事実であるが，しかし，そのために共和
制を否定することになったり，あるいは，共和制にたいして軽視的な態度を
とることさえ，戦争にすっかりおびえることを意味し，戦争の惨禍に，自分
・・・・・• (29) 
の考えをおさえつけることを意味する。」（傍点はレーニンのもの）
レーニンは言う。民主主義の問題のマルクス主義的解決とは，労働者階級が
社会主義的変革のために「すべての民主主義制度とプルジョアジー反対の志
(30) 
向とを利用することである。この利用は容易なわざではない。」しかし，「プ
ルジョア民主主義の利用を通じて一ーブルジョアジーに反対し，日和見主義
に反対する，プロレクリアートの社会主義的な，首尾一貫して民主主義的な
組織化へ。これ以外の道はない。•…••マルクス主義はこれ以外の活路を知ら
(31) 
ない一ー現実の生活がこれを知らないように。」
(28) 同前， 454ページ。
(29) レーニン「ペ・キエフスキー（ユ・ビャクコフ）への回答」全集23巻， 15-16
ページ。
(30) 同前， 18ページ。
(31) 同前， 20ページ。
レーニンの財政改革論にかんする一考察（横田） （487)17 
では，マルクス主義にとって「現実の生活」にひらかれている活路とはな
にか？
第ーは， 資本主義， とりわけ帝国主義と民主主義とのあいだの矛盾であ
る。「一般に資本主義， とくに帝国主義は， 民主主義を幻想にかえる一一だ
が同時に資本主義は，大衆のなかに民主主義的志向を生みだし，民主主義的
制度をつくりだし，民主主義を否定する帝国主義と，民主主義をめざす大衆
(32) 
との敵対を激化させる。」
第二にレーニンは言う。「資本主義と帝国主義を打ち倒すことは， どのよ
うな，どんなに『理想的な』民主主義的改造をもってしても不可能であって，
経済的変革によってのみ可能である。しかし，民主主義のための闘争で訓練
されないプロレタリアートは，経済的変革を遂行する能力をもたない。銀行
をにぎらないでは，生産手段の私的所有を廃止しないでは，資本主義に打か
つことはできない。しかし，ブルジョアジーから奪いとった生産手段にたい
する全人民の民主主義的管理を組織することなしには，全勤労大衆を，すな
わち，プロレタリアも，半プロレタリアをも，小農民をもひきいて，彼らの
隊列，彼らの勢力，彼らの国事参加を民主主義的に組織する方向にむかわせ
(33) 
ることなしには，これらの革命的措置を実行することはできない。」
すなわち， プロレタリアートは民主主義のための大衆的な闘争で訓練され
る過程で民主主義的な統治能力を育成し，経済的変革を遂行する能力を身に
つけていくのであるが，また資本主義と帝国主義の発展自休が大衆的な民主
主義運動の必然性をうみだす，という法則的傾向がある。
このような認識にたって，レーニンは『国家と革命』のなかで，「資本主
義のもとでは民族自決は不可能であり，社会主義のもとではよけいである」
というのと同じ論法で民主主義の意義を否定する「帝国主義的経済主義者」.................... 
の形式論理を批判し，社会変革過程における民主主義運動の弁証法をつぎの
(32) 同前， 17ページ。
(33) 同前， 17ページ。
18(488) 第 24 巻第 6 号
ように展開している。「民主主義を徹底的に発展させること， このような発...... 
展の諸形態を探しだすこと，これらの形態を実践によって点検すること等々
すべてこうしたことは，社会革命のために闘争するという任務を構成するも
のの一つである。一つ一つとれば，どのような民主主義も社会主義をもたら
すものではない。だが，実生活では，民主主義は，けっして『一つ一つとら
れる』ものでなく，他のものと『いっしょにとられる』， それは経済にたい..... 
してもその影善をおよぽし，経済の改革を促すとともに，経済的発展の影蓉
(34) 
をうける，等々。これが生きた歴史の弁証法である。」（傍点はレーニンのもの）
皿民主主義的財政改革運動の論理
さて，以上であきらかにしてきたレーニンの理論と方法が，一国の階級闘
争の戦術の一環として打ち出される琳政改革運動の政策論のなかに，いかに
具体化されているかを検討することが本節の課題である。レーニンの財政改
革論としては， これまで主として「さしせまる破局， それとどうたたかう
(35) 
か」を中心に考察がすすめられ，貴重な成果が蓄積されてきた。しかし，こ
の小論では，レーニンが帝国主義戦争がはじまってから1917年 4月にロシア
へ帰国するまで亡命生活をおくったスイスの労働者階級のために執筆したテ
ーゼ「スイス社会民主党内のツィンメルヴァルド左派の任務」を中心として
検討しよう。このテーゼは， 1916年秋に執筆された覚え書風のものではある
が，レーニンの財政改革論の骨格を簡潔に示している。
ところで，レーニンによれば「君主制もユンカーもなく，きわめて高度の
資本主義のうえに立ち，おそらくは他のどの資本主義国にもまさってさまざ
(36) 
まな団体に組織されている小国民」からなる民主主義的国家であったスイス
(34) レーニン「国家と革命」前掲， 489ページ。
(35) 池上惇「財政危機と住民自治」青木書店， 1976年，同「レーニンの「経済の改
造」論と経済的民主主義」岩尾裕純編「大企業の営業秘密」新日本出版社， 1978
年，所収。
(36) レーニン「戦争の問題にたいする原則的立場」全集23巻， 169ページ。
レーニンの財政改革論にかんする一考察（横田） （489)19 
は，小論の Iで考察した国家分類によれば，列強による世界分割の観点から
は Bグループ，民族的発展の観点からは第一類型に属し，戦時の危機のもと
で即時の社会主義的変革が客観的に日程にのぽっている国であった。スイス
は交戦列強ではなかったが，同国の銀行資本は他の大国の金融資本と緊密に
からみあい帝国主義的富の配分に参加しており，帝国主義戦争はこの国でも
(37) 
政治反動の強化を生んだ。そして戦時における「物価騰貴と生活必需品の不
足との結果，ひとにぎりの金持の前代未聞のけしからぬ致富と，大衆の驚く
(38) 
べき窮乏とをもたらした」。そしてスイスでも， ドイツ，イギリス， ロシア，
イタリア，オランダ，スウェーデン，プルガリアなどのヨーロッパ諸国と同
じように，労働運動内部の二つの基本的な傾向，社会排外主義派と革命的国
際主義派が形式されていた。レーニンは，こうした諸特徴をもつスイスの変
(39) 
革主体の掲げるべき政策論を提示しているのである。それは大きく言って，
(37) レーニン「中立の擁護」全集23巻， 288ページ。
(38) レーニン「スイス社会民主党内のツインメルヴァルド左派の任務」全集23巻，
149ページ。
(39) レーニンは， ロシアヘの帰国直前 (1917年3月26日）に執筆した「スイス労働
者への告別の手紙」のなかで，スイス亡命中のみずからの活動をつぎのようにふ
りかえっている。「われわれは， スイスの運動の諸問題について発言するばあい
には，いつも，とくに慎重であった。これらの問題をよく知るためには，この地
方の運動で長いあいだ活動することが必要だからである。だが，われわれのうち
で，スイス社会党員であったせいぜい10名か15名ぐらいの人々は，国際社会主義
運動の一般的， 根本的な諸問題についてわれわれの見地， 「ツィンメルヴァルド
左派」の見地を断固としてまもること，たんに社会愛国主義ばかりでなく，また
いわゆる「中央派」の傾向にたいしても断固としてたたかうことを自分の義務と
考えた。」（全集23巻， 4001-402ページ）。またレーニンは，スイスの労働運動の
潮流の配置， 特質をつぎのように把握している。「スイスの帝国主義的環境は，
スイスに客観的に，労働運動の二つの方向を指定している。日和見主義者は，プ
Jレジョアジーと同盟して， スイスを帝国主義プルジョアジーの観光客から利潤
を受けとる共和制的＝民主主義的団体に変え， 「平穏な」独占的地位をかなりの
んびりと静かにまもっていこうと，つとめている。スイスの真の社会民主主義者
は，スイスの比較的自由な状態やその「国際的」地位を， ヨーロッパの労働諸党
内の革命的分子のいっそう緊密な同盟の勝利をたすけるために利用しようと，
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つぎの三つの論点をもつ。
まず第一番目の論点は，物価騰貴と大衆の耐えがたい経済的状態を解決す
る，改良主義的でない革命的な財政改革プランの提示である。要約すればつ
ぎの三点からなる。第一に， 「おびただしいブルジョア的財政改革案にこた
えて，社会民主党の主要な任務は，動員と戦争の重荷を労働者と貧農に転嫁
(40) 
しようとするブルジョアジーの試みを暴露することでなければならない。」
第二に，党はいかなる口実によっても軍事公債や間接税に同意してはなら
ず；逆に勤労大衆の貧困を軽減するため免税点を引き上げ，第2• 3表に掲
げる税率をくだらない「高い高い果進税率による単一の連邦税としての財産
(41) 
税と所得税」を対置しなければならない。すなわち，ブルジョア的財政改革
案の本質の暴露とあわせて， 「革命的に高い」累進税率の直接税を対置し，
金融資本の莫大な利潤の規制を主張しなければならない。
第三に，上述した租税政策を基軸としてさらに二つの経済的改革の実施を
つとめている。」（レーニン「プロレクリア革命の軍事綱領」全集23巻． 91ペー
ジ）。
‘テーゼ「スイス社会民主党内のツィンメルヴァルド左派の任務」は， 1916年10
月末から11月はじめにかけロシア語とドイツ語で書かれ，さらにイネッサ・アル
マンドの手でフランス語に訳され，スイスのツィンメルヴァルド左派の審議に付
された。 レーニンは， 1916年11月20日付のイネッサ・アルマンドヘの手紙で，
テーゼをフランスむきに改作すべきだという彼女の提案にたいして， 「まずその
価値はありませんね。 フランスでIi状態が大いにちがいますよ。」と否定してい
る（全集35巻， 258ページ）。 というのはレーニンは， スイスでは， ドイツ， イ
ギリス．ロシア，イクリア，オランダ．スウェーデン，プルガリアとともに，労
働運動内部の二つの基本的潮流がはっきり形成されているのにたいして．フラン
・スはペルギーとともに革命的社会主義（国際派）の潮流がひじょうに微力である
ととらえていたからである。一国の変革のプログラムを考えるばあいのレーニン
の厳密な態度がここにうかがえる。 （レーニン「日和見主義と第ニインタナショ
ナルの崩捩」全集22巻 124-125ページ）。
(40) レーニン「スイス社会民主党内のツィンメルヴァルド左派の任務」全集23巻．
150ページ。
(41) 同前，． 150ページ。
レーニンの財政改革論にかんする一考察（横田） （491)21 
第 2表所得税．財産税の税率
財 産 所 得
20,000フラン
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100,000 
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25;000 
60,000 
税
一
免
率
一
税
10 % 
40 
60 
第 3表年金受領者への税率
受領額 税 率
1日4フラン以下 免 税
9 5フヲン 1 % 
ク 10フラン 20 
~ 20フラン 25 
要求する。その一つは，連邦政府職員 (Bundesrii.te)その他すべての公務員，管
理部門の動務員や役員の俸給を，その家族数に応じて年額最高5,000-6,000
(42) 
フランに制限することである。すでにのべたように，レーニンによれば国家
公務員の俸給を「労働者なみの賃金」に引き下げることが， 「寄生体」とし
ての国家を廃絶し， 「安価な政府」を実現する重要な方策の一つであった。
この見地が，ここでは政策論として，勤労大衆の租税負担の軽減に関連して
公務員や管理部門の勤務員や役員の俸給所得の上限を，免税点かそれをやや
上回る水準にとどめるというかたちで具体化されている。租税政策と一体と
なったこの経済的措置によって，勤労大衆を租税負担の重圧から解放すると
同時に，勤労者の労働に寄生し社会の「主人」としてふるまう「官吏」の特
権的地位の基礎が克服される。
その二は，上述した財産税率と所得税率を適用した基幹的な生産手段と銀
行の強制的収用である。ここでは，住民の生活安定に必要な諸工場， 15ヘク
クール以上の土地をもつ農業企業（レーニンによればその数は，農業企業総
(42) 同前， 151ページ。
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数の10バーセント未満である）， 銀行， スイスの資本主義的工業化を支える
動力源としてのすべての水力の収用と，これらの措置を基盤とする系統的な
(43) 
経済改革が主張されている。
以上がレーニンが提示した革命的な財政改革のプランである。それは，租
税政策を基軸とし，公務員・勤務員の俸給の引下げと基幹的生産手段と銀行
の収用からなっている。これらの措置の遂行によって，戦時におけるスイス
の金融資本の暴利は規制され，「寄生体」としての国家の経済的基礎が克服さ
れ，かつスイスの国民経済の系統的な改革が達成されることにより，住民の
貧困が解決されるといえる。
周知のように，マルクスとエンゲルスは，資本主義国家における財政改革
の限界を指摘するとともに，社会主義への歴史的過渡期における社会改造の
(44) 
方策としての租税政策には積極的な評価をあたえた。ここにみる戦時の危機
のなかで提示されたレーニンの方策は，科学的社会主義の財政改革政策をオ
ーソドックスに継承しているといえよう。ところでレーニンは，これらの財
(43) テーゼ「スイス社会民主党内のツィンメルヴァルド左派の任務」には銀行の収
用はふくまれていないが，それにつづいて書かれたテーゼ「戦争にたいするスイ
ス社会民主党の態度についてのテーゼ」にはふくまれている（全集23巻， 161ペ
ージ）。またスイスの工業化における水力の役割については1912年の「プラウダ」
の記事「スイスで」（全集18巻， 161ページ），農業の資本主義的発展については，
「ブルジョア諸君の「勤労」農業論」（全集19巻， 388ページ）を参照。
(44) 周知のように，マルクスとエンゲルスは， 「共産党宣言」において，最も進歩
した国々で，プロレクリアートが，その政治支配を利用しておこなう経済的改造
の諸方策としてつぎの10項目をあげている。 (1)土地所有を収奪し地代を国家の経
費にあてる，（2）強度の累進税，（3）相続税の廃止，（4）亡命者，反逆者の財産没収，
(5)排他的独占権をもった，国家資本による単一の国立銀行の設立による信用の集
中，（6）全運輸機関の国家への集中，（7）国有工場と生産用具の増大，共同計画によ
る士地開墾，（8）万人の労働義務，（9）農業経営と工業経営の統合'(10)すべての児童
にたいする公共の無料教育，今日おこなわれている形態での児童の工場労働の撤
廃，教育と物質的生産との結合。 （マルクス， ェンゲルス「共産党宣言」全集4
巻 495ページ）。なおこの点について，広田司朗「ドイツ社会民主党の財政政策」
有斐閣， 1962年， 231-232ページ。
レーニンの財政改革論にかんする一考察（横田） （493)23 
政改革が一挙に達成されるとは必ずしも考えていない。すなわち，彼は「財
産税と所得税の革命的に高い税率」が実際的でないという批判にたいして，
プルジョアジーの譲歩は彼らとの「取引」によっては獲得できないと反論しつ
っ，財政改革政策における変革と改良との関係をつぎのように述べている。
「われわれが，革命的に高い税率が正当であり，それをかちとるたたかいが
必要であることを多くの人々に説得すればす歪ほど，プルジョアジーは，そ
れだけ早く譲歩に応じるであろうし，またわれわれは，ブ•Jレジョアジーの完
全な収奪をめざす闘争のために，た9とえ小さな譲歩でも一つ残らず利用する
(45) 
であろう。」
こうして，革命的な財政改革の達成は，プロレタリアートの目的意識的な
闘争による民主主義的な改良のプロセスとして理解されている。そこで，こ
の闘争を展開する「舞台」としてのスイスの民主主義的な環境，とくに民主
主義的な議会制度の利用の問題が浮かびあがる。これがレーニンの財政改革
論の二番目の論点であって，ここに彼の民主主義にたいする態度がより具体
的にあらわれている。
まず社会民主党は，さし迫った必要事となっているスイスの社会主義的改
造の宣伝のため，議会の演壇と発議権，および一般投票権を全面的に利用し
なければならない。 また1917年に予定されている国民会議 (Nationalrat)の
選挙では，とくに戦争と「祖国擁護」とにたいする態度の問題，物価騰貴に
たいする改良主義的闘争か革命的闘争か，という主要な争点を中心に，有権
者の前で公然と全面的に政治綱領を討議したうえで，党の候補者をたてるよ
う系統的な準備にとりかからなければならない。さらに，議会制度を舞台と
する全面的な政治闘争の展開によって革命的な財政改革プランを実現するに
は，現存する議会制度をいっそう民主主議的に改革する，つぎの二つの内容
からなる議会改革がとくにさし迫って必要である。すなわち第一に，男子に
比較して婦人の政治的権利にくわえられている制限をすべて撤廃すること。
(45) レーニン「スイス社会民主党内のツィンメルヴァルド左派の任務」前掲， 151
ページ。
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レーニンは「戦争と物価騰貴が広範な人民大衆を動揺させ，とくに婦人の関
心と注意とを政治へ引きつけているような時には，この改造がとくに緊切な
も芹」）となっているという。
第二に，外国人のスイス国籍への無料の転籍を速かに実施すること。この
措置は， 「一般民主主義的な見地からだけではなく， スイスの帝国主義的な
環境がこの国をヨーロッパをつうじて外国人が最も大きな比率をしめている
国にしたという理由からも」，とくに緊切な改革である。なぜなら，「外国人
労働者の政治上の無権利と，彼らの疎外された状態とは，そうでなくてさえ
成長しつつある政治反動をつよめるとともに，プロレクリアートの国際的連
(47) 
帯をよわめつつある」からである。 .......... 
ところで，故影山日出弥氏によれば，議会制民主主義の確立のメルクマー
ルは， 「政治的平等の最後の障害である性別による差別の廃止をふくむ選挙
{48) 
制，すなわち男女平等の普通選挙制の成立」にもとめられる。氏はその意義
をつぎのようにのべている。「それがもつ意味は， 選挙権のたんなる量的な
拡大にとどまらない。男子普通選挙制だけでは，成年者層のおおよそ半分が
政治過程に参加するだけであるが，男女平等選挙制のもとでは，すべての成
年者層が政治に参加することになるという量的拡大は，同時に人民主権理念
(49) 
の現実化への里程標の成立という質的意義をもつからである。」しかし，この
ようなものとしての男女平等普通選挙制は， 第一次大戦当時は， フィンラ
ンドで実現していただけであった (1906年選挙法）。
レーニンは，『国家と革命』のなかで， プルジョア国家の政治的民主主義
のこうした制限された性格をきびしく批判し，普通選挙権は今日の国家では
労働者階級の成熟度の計器以上のものとはなりえない，と述べた19世紀末の
(46) 同前， 152ページ。
(47) 同前， 152-153ページ。
(48) 影山日出弥「現代国家と民主主義」（「法の科学」第2号，1974年，109ページ）。
(49) 同前， 109ページ。
レーニンの財政改革論にかんする一考察（横田） （495)25 
(50) 
エンゲルスの見解を支持している。しかし，彼はプルジョア国家の変革の立
場からは，帝国主義的なスイスの社会経済構造と人民の状態（婦人と外国人............... 
移民労働者の政治的無権利）に注目して，議会改革による真の議会制民主主
．．．． 
義の確立を追求したのである。人民主権を硯実化する民主主義的な政治改革
の達成が革命的な財政改革の前提であった。
しかし，軍事的機関を中枢とする執行権力の運動力と膨張力が異常につよ
まり，国家権力の抑圧と包絡が展開力を発揮する戦時の危機のなかでは，民
主主義運動の広範な展開によって住民の直接的な政治参加を目的意識的に組
織することとなしには，民主主義的な議会改革も，それを基礎とする革命的
な財政改革も不可能であった。これがレーニンの第三番目の論点である。＼彼
は，社会民主党の宣伝，煽動，組織上の任務およびその国際的責務に関連し
て，つぎの諸点をあげている。
第一に， 「社会変革のための宣伝と煽動は， 資本主義のもとではつねにプ
ロレタリアートの，一般に被抑圧階級の少数をしめるにすぎない組織労働者
にはっきりわかるだけでなく，資本主義のおそるべき圧制のために系統的に
組織をつくる能力をもたない被搾取者の多数にもはっきりわかるようにする
ため，もっと具体的に，一目瞭然と，直接的＝実践的にこれをおこなわなけ
(51) 
ればならない。」
この観点から，党は住民の階層ごと・地域ごとの状態に応じて「革命的プ
ロレタリアートは国民の10分の9に必要で， 国民の利益にそっている， ス
イスの社会主義的改造をめざしてたたかっていることを説明する，無料配布
のビラ」をもっと系統的に大量に発行しなければならない。このビラの配布
にあたっては， 「党のすべての支部， とくに青年組織のあいだに公然の競争
を組織すること」が重要である。また，各級議会に選出されている党のすべ
ての議会代表 (Nationalrat,Kantonrat, Grossrat．およびその Rateの）は，
(50) レーニン「国家と革命」全集25巻 424-425ページ。
(51) レーニン「スイス社会民主党内のツィンメルヴアルド左派の任務」前掲， 153 
ページ。
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........... 
都市と農村における住民の最もおくれた諸層に宣伝するために「自分のとく
(52) 
に有利な政治上の地位」を利用しなければならない。
周知のようにレーニンは，資本主義社会の勤労大衆の多くの部分が，資本
主義的搾取の諸条件や窮乏と貧困という生活喋境のために，自主的な組織を
系統的につくる能力をもつことが困難な状態におかれることを， くりかえし
指摘している。しかし，彼はまた実践的な立場からは，住民の貧困を解決す
る財政改革と，政治的無権利を克服する議会改革を提起すると同時に，戦争
と物価騰貴の激動のなかにある住民の貧困な賭層に直接系統的にはたらきか
け，彼らの政治過程への公然たる参加を促す方策を探求しているといえる。
第二に，労働者階級や事務職員（前後の文脈から公務員や管理部門の動務
員を指すとみられる）などの経済的団体，小ブルジョアの下層・極貧諸層の
組合などの「政治的中立性」を克服する。さらに，外国人労働者とスイス人
労働者との「組織上の接近と同一組合への融合」をめざす。すなわち，スイ
スの大多数の勤労佗民を統一する民主主義運動をつくりだすために，これら
住民のすべての団体のなかで社会民主主義的活動を系統的に展開する。
第三に，軍事的機関を中枢とする執行権力の膨張に「軍備撤廃」のスロー
ガンを対置することや，軍隊内での孤立した「アテンタート（暗殺の企て）」
をもって応えることに反対し，軍隊のあらゆる部隊のなかに社会民主主義的
グループをつくりだし，彼らの軍隊内での闘争を住民の広範な民主主義運動
と結合しなければならない。
第四に， 社会民主主義的な首尾一貫した政綱を実硯する闘いと， 「すべて
の文明国で形成されていて，スイスでも…••最後的にはっきりした形をとる
にいたった，近代労働運動の三つの主要な傾向—(1)社会愛国主義者，（2）ツ
ィンメルヴァルド左派，（3)(1)と（2)との統一をはかる中央派―のあいだの
原則上の闘争とが，不可分一体のものであることを，勤労大衆に説明するこ
竺」
(52) 同前， 153-154ページ。
(53) 同前， 154-155ページ。
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さて，以上が「スイス社会民主党内のツィンメルヴァルド左派の任務」を
中心とする論考にもられた，レーニンの民主主義的財政改革運動の論理であ
る。それは，租税政策を基軸とする財政改革プラン，議会改革による真の議
会制民主主義の確立，および民主主義運動の広範な展開による住民の直接的
な政治参加の組織化，が不可分一体のものとして示されている。これらの三
つの論点は，現実の財政改革運動においては，たとえば住民の民主主義運動
が議会制度を媒介して財政の民主主義的改良を生みだし，また財政の改良が
勤労住民の民主主義運動の展開と議会改革にとって有利な条件を生む，とい
うように，相互に連関し促進しあう関係にあるが，結局は人民主権を現実化
する真の議会制民主主義の確立によって革命的な財政改革の実現の途がひら
かれるといえよう。まさしく前節の末尾に引いた文章でレーニンが述べてい
るように，「実生活では，民主主義は，けっして『一つずつとられる』もの・
ではなく，他のものと『いっしょにとられる』」のである。
レーニンの財政改革論は，社会変革過程における民主主義運動の弁証法を
財政改革運動の政策論のなかに展開したものであるるといってよい。
おわりに
1エンゲルスは19世紀末，普仏戦争以後の帝国主義段階への移行期にあらわ
れた軍拡競争に注目し，このヨーロッパにひろがりつつある軍国主義が減亡
(54) 
にいたる弁証法的論理を，つぎのように洞察した。すなわち，急速な軍拡競
争はかならず軍事費の重圧を社会をのみつくすまでに膨張させ，財政的破綻
を近づける。そして，こうした客観的な経済的情勢の成熟のうえに，一般兵
役義務によって国家機構に参加し，武器の使用に習熟した人民大衆ー一都市
と農村の労働者と農民一ーが一つの意志をもつ時がくるやいなや「君主の軍
隊は人民の軍隊に転化し」， 軍国主義減亡が現実のものとなる。 エンゲルス
は，こうした「軍国主義減亡の弁証法」を社会主義の展望と結ぴつけてつぎ
のように述ぺている。「1848年のプルジョア民主主義が， まさにそれがプル
(54) F．エンゲルス「反デューリング論」全集20巻， 176-177ページ。
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ジョア的であってプロレクリア的でなかったという理由でなしとげることが
できなかったこと，すなわち，労働する大衆に彼らの階級的地位におうじた
内容をもつ一つの意志をあたえるということ，このことを社会主義はかなら
ずなしとげるであろう。ところが，このことは，軍国主義，それとともにま
(55) 
たいっさいの常備軍を内部から爆破することを意味する。」（傍点はエンゲルス
自身のもの）
小論で検討したレーニンの民主主義的財政改革運動論は，こうしたエンゲ
ルスの洞察を継承し，帝国主義戦争下の「軍国主義減亡の弁証法」として具
体化したものであった。すなわち，レーニンは，普仏戦争以来の帝国主義の
発展と民族運動の展開を研究し （『帝国主義論』と民族問題にかんする諸論
考），また1848年以来のプロレクリアートの革命運動の総括をすすめ（『国家
と革命』に結実する）， これらの作業を基礎としてマルクス主義の階級闘争
の理論と戦術を具体化しヤ レ--／は，それを土台として，この「軍国主
義滅亡の弁証法」の貫徹を現実のものとするスイスの変革主体の戦術を，財
政改革運動の政策論として具体化したといえよう。小論でとりあげたレーニ
ンの所論は，即時の社会主義的変革が客観的に日程にのぽっている戦時のス
イスという具体的条件のもとで，社会民主党内の左派のために覚え書風に執
筆されたものであって，財政諸範疇の内容も十分に展開されているとはいい
がたい。これらの点は，彼の所論の現代的意義をあきらかにするばあい，慎
重な配慮を必要とする点であろう。にもかかわらず，上述した首尾一貫した
方法に立つレーニンの財政改革運動の論理は鮮明であって，現代のわれわれ
にとって多くの含蓄に富むものであることは疑いないであろう。とりわけ，
20世紀初頭の世界の諸国家の相互関係と， それらの運動を規定する経済法
則の科学的隠識を土台として，当時の国家権力の運動の特質を解明し，かつ
それらの総合のうえに民主主義的な階級闘争の「舞台」をもつ一国の変革の
プログラムとして財政改革論を具体化したこと，革命的な財政改革の達成を
プロレタリアートによる徹底した民主主義的な統治諸形態の発見のプロセス
(55) 同前， 177ページ。
レーニンの財政改革論にかんする一考察（横田） （499)29 
として把握している点など，きわめて興味ぶかいものがある。
レーニンの財政改革論は， 1917年，ロシア革命の急激な進展を機に，ロシ
アにおける経済的崩壊との闘争のプログラムとして，さらに展開される。わ
れわれは，小論であきらかにした基本的論理が， ロシア革命の推移のなかで
いかに具体化され，スイスにかんする所説と比較してどの側面がより前面に
押し出されるか，などを検討することによって，レーニンの財政改革論をい
っそうひろい視野から理解することができよう。 (1979年5月稿）
